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性の多様性ガイドラインの策定

市民向けガイドライン

目 的

• 市職員の理解促進と市民サービス向上
• 性の多様性を認め合える社会の実現に向けた市民への意識啓発
• 市民向けに公開し、民間企業や民間医療機関等での活用

内 容

• 性の多様性に関する基礎知識
• 市民（お客様）への対応（窓口、電話、証明書・申請書等の性
別欄の取扱い、公共施設、災害時）

• 職場等における対応（職場内での言動、職場環境等への配慮、
相談体制等）

• 子どもへの配慮・対応（学校内の体制、課外活動・施設利用等
における配慮等）

• 相談窓口について

 R3.8月 職員向けを策定
 R3.9月 市民向けを策定

※市民向けは、職員向けを市民・事業所向けに文章を修正しイラストを追加

周知方法

• 市ホームページで公開し、市窓口で配布したほか、商工会議所
を通じて市内の事業所等へ配布
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71様式の性別欄廃止（令和3年10月1日）
押印と共に性別欄も見直し、226様式中71様式を廃止

性別記載が必要な理由
①法令に基づき記載が必要
②申請に対する決定等の要因として必要
③統計上必要不可欠

上記①②③を除き、申請・届出様式、市から市民に発行している証明書、登録証等につい
て性別欄をなくす方向で今後も全庁的に依頼

申請書等の性別欄に関する検討

LGBTに関する講座の実施
①男女共同参画市民フォーラム
令和3年12月 4日 70名参加

②いわみざわLGBTセミナー
令和3年12月19日 20名参加

広報いわみざわ令和3年6月号に準特集記事を掲載

性の多様性に関する啓発

性の多様性に関する取組について 資料３
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パートナーシップ制度の導入について

性的少数者のカップルの関係が婚姻に相当することを自治体が公に証明する制度
二人の宣誓に基づき、宣誓書の写しと市長名の宣誓書の受領証（カード型含む）を交付
宣誓書受領証を提示することで、利用可能となる公的サービスや民間サービスがある

１ 制度の概要

３ 札幌市パートナーシップ宣誓制度

要綱で実施。H29.3.31市長決裁、H29.6.1施行。要綱策定後2か月間の周知準備期間。

全国 導入自治体数：147自治体（R4.1.4時点）交付件数：2,537組（R3.12.31時点）

道内
導入済み：札幌市（H29.6.1施行、交付件数：141組（R3.12.31時点））
導入準備中：江別市(R4.3.1予定)、函館市(R4.4.1予定)、北見市(R4.4.1予定)、帯広市

２ 導入状況

対象 宣誓の方法 必要書類

• 次の全てに該当する、一方又は双方
が性的マイノリティの二人

• 双方が20歳以上（成人）であること
• 市内に住所を有する、または、市内

への転入を予定していること
• 双方に配偶者がいないこと及び他に

パートナーシップの関係にないこと

①宣誓する日時を事前に電話等で調
整

②必要書類を揃え、予約した日時に
二人で来庁

③市職員の面前で確認書と宣誓書を
記入

④市から「宣誓書の写し」と「宣誓
書受領証」を交付

• 住民票（マイナ
ンバー記載がな
いもの） 各1通

• 独身を証明する
書類（戸籍抄本
等） 各1通
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６ 関連する制度
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４ 制度導入により受けられるサービス

公的サービス
公立病院における面会・手術同意、公営住宅の入居、公営墓地の使用許可、自治体
独自の給付金の受領

民間サービス
民間病院における面会・手術同意、賃貸住宅の入居、生命保険金の受取り、住宅
ローンの連帯債務者、クレジットカード・携帯電話の家族割引適用

※受領証の提示により受けられるサービスの例

５ 制度導入しても解決しない主な問題

居住地の制限 導入自治体内でしか適用されないため、転出すると利用できなくなる

税制面での優遇 法律上の婚姻関係ではないため、税制面での優遇（扶養控除等）がない

遺産相続人の指定 法律上認められた家族と裁判で争うことになると不利な立場になる

特別養子縁組 法的に同性カップルは養親の対象外

国民年金 第3号被保険者や遺族年金の受給者になることができない

ファミリー
パートナー
シップ制度

 性的少数者のカップルだけでなく子どもも公に家族として証明する制度
 兵庫県明石市がR3.1に最初に導入し、全国で11自治体が導入
 江別市はファミリーパートナーシップ制度ではないが、受領証に子※の名前を記載し、

パートナーを保護者としても証明 ※同居する未成年の実子または養子

都市間
連携協定

 制度利用者が連携都市間で転居した場合、これまで必要だった転出先への戸籍謄本
の提出や受領証の転出元への返還などが不要となり、取得済みの証明書を示すだけ
で新たな証明書を受け取ることができる制度

 連携事例：福岡県福岡市（8市と個別に協定）、大阪府・兵庫県内（7市1町の協定）
神奈川県内（4市1町の協定、1市2町の協定）


